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るという政 策─方 針 であることである。














ポ リ シ ー
さらに推し進めるべきとする言説が孕んでいる
最大の「問題」は、フリーターを初めとする貧
困者を構造的に拡大再生産しているのが、今日
の政治と経済の構造的な共犯関係であるという
意識の決定的な欠落（毛利［２００６：１２７］）にあ
るといえる。
貧困とは、個人的努力が欠如した結果でも個
人的不運でもなく、社会のなかにある「不正義」
の結果であること。であるがゆえに、それが政
治的な「解決」を要求しうる問題であるという
こと。こうした、かつてはごく当たり前のこと
として考えられていたはずの視点を早急に取り
戻すことが、今のわれわれには求められてい
る。
　
本稿は、２００５年度長崎国際大学社会福祉学科
共同研究「現代社会の雇用と社会保障」の研究
成果である。
註
１）もちろん，各国における「ワークフェア」の理
念や方法論に関する差異は，慎重に考慮しなけれ
ばならない．宮本（２００５）は，「ワークフェア」
には大きく分けて，福祉給付の条件として就労を
課すやり方（労働力拘束モデル）と，福祉の目的
として就労支援を行うやり方（人的資源開発モデ
ル）とがあるとしている．
２）ただし，ホームレスの人々が直面している様々
な困難に直接焦点が当てられることはほとんどな
い．ホームレス「問題」が取り上げられるのは，
公共空間の一角を（不法に）占拠している「彼ら」
と地域社会とのトラブルが起きたときや，「若者」
に襲撃される事件が起こった場合に限られてい
る．しかし，そこでホームレスを襲った「若者」
たちの「心の闇」が問題とされることはあっても，
襲撃された人がそこでホームレス生活をしていな
ければならなかった「理由」については，ほとん
どまともに取り上げられることはない．
３）例えば，岩田（２００５）を参照．
４）OECD の「貧困基準」は，その国の「全国民の
所得中央値の半分」の水準に設定されており，こ
の基準を下回る所得にある人々の比率が「貧困率」
と呼ばれる．単身世帯の場合，月１１万５千円程度
である．
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５）２０～４０歳の単身者が「２級地の２」に居住して
いる場合の生活扶助基準は，Ⅰ類費とⅡ類費をあ
わせて¥７２,４００／月である．さらに，１６.７万円を
稼いでいる場合には勤労控除として¥２８,０００程度
が加算されるため，概算で¥１００,４００となる．
６）親と同居している未婚の若者を「パラサイトシ
ングル」と名づけ，その 否定的 なイメージを社会
ネガティブ
的に喚起したのが他ならぬ山田昌弘（１９９９）だ．
７）ジョブカフェとは，若年者が雇用関連サービス
（相談，訓練，紹介）を１ケ所でまとめて受けら
れる「ワンストップサービスセンター」であり，
コーヒーを飲む感覚で気軽に立ち寄れるそうだ．
現在４６都道府県９２箇所に設置されているという．
８）例えば，イギリスにおける「所得制求職者手当」
やドイツにおける「失業手当Ⅱ」は，稼働能力の
ある生活困窮者（失業者や低賃金労働者）を対象
とした公的扶助制度である．
９）ただし，池谷（２００６）が紹介しているように，
単なる「就労自立」だけを機械的に求めるのでは
なく，様々な「自立支援プログラム」の可能性を
模索している板橋区赤塚福祉事務所のような事例
もあることは指摘しておかねばならない．
１０）しかしこのことは，単なるホームレスの「放置」
や「無関心」を意味するものではない．「ホーム
レス自立支援法」の第１１条には，「都市公園その他
の公共の用に供する施設を管理する者は，当該施
設をホームレスが起居の場所とすることによりそ
の適正な利用が妨げられているときは，ホームレ
スの自立の支援等に関する施策との連携を図りつ
つ，法令の規定に基づき，当該施設の適正な利用
を確保するために必要な措置をとるものとする」
と規定されている．この条文は，公園や駅前で
「一般市民」にとって不快な姿を晒しているホー
ムレスは問答無用で叩き出してよいという「お墨
付き」として以外に，どのように読めるだろうか．
就労「意欲」を欠く者として福祉行政の手を離れ
たホームレスを，警察行政による「取締り」の対
象へと転化させていく道筋がこの法のなかに孕ま
れている可能性に，われわれは注意しておくべき
である．
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